

































を検討する。この場合，R.F. Harrod, J. Robinson, N. Kaldorの成長・蓄積理論を中心として
後で少し D.C. Champernowneの成長・蓄積理論にも触れて検討する。





J. Robinsonの分析とヴァR. F. Harrodの分析とヴァイ γ トクラウプ定理， 2.ここでは， L
D. C. Champerno・N. Kaldorの分析とヴァイ γ トゥラウプ定理， 4.イントゥラウプ定理， 3.
wneの分析とヴァンイトゥラウプ定理について順次検討する。
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LIX LIC+ Lil 
帥式の bをで万一＝ N と書き換えれば，
G =-Jiヤ（LIC+Lil) 。方
帥式によれば，経済成長をあらわす実質産出量の成長率Gは価格水準P，マーク・アップ率k,
貨幣賃金率l' 雇用量N，実質投資の増分 Lilおよび実質消費の増分 LICいかんによって決定され
ることになる。
さらに， Weintraubはヴァイントゥラウプ定理（1）式を投資量 Iに結びつけることによって経済成
長過程を明らかにしているO (1)' (5）式から得られる式の分母子に Iを乗じれば，
I 
M 
kl x [y P一一一＝ kl一一一一 ＝ kl~-A I IN 
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逆に， IN<Ixであるときには， P>klとなり， hとJがともに不変である限り，価格水準Pは上











I I ¥ て，限界資本・産出量比率 v~＝万）も消去されるからである。
同様な考え方を Weintraubは経済成長と所得分配との相互関係の検討に適用する。 (1G式の
.dX 、 .dC .di 
b＝一一ーを消費財の増分.dCと投資財の増分.diに2分すれば， .dX= .dC + .di，従って， b＝一一＋一一一N'N 
.dC .di 
あるいは， b=bc+b1, be＝ゴv・ b1＝っvーが成立するから，次式が得られる。
b be +b1 











1つは，実質産出量の増分 .dXの全部が消費財である場合（.di=b1 = 0）であり，もう 1つは実
質産出量の増分が全部資本財である場合 (.dC=bc= 0）である。
前者に対しては成長方程式はω式から得られる次式で示される。
c-kp -kl (14) 
この経済の下では消費部門の実質賃金率匂c(＝去）は雇用者1人当りの消矧の増分
I .dC ¥ be~ ＝γ）に比べて大きいから， 財蓄性向が不変である限り，生産資源の一定の絶対量だけがさ
らに投資に充てられるであろう。従って，この場合には実質産出量の成長率Gは将来の期間にわた
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何か深遠な含意」をもたせる。この点に特に関連した文献は， JRobinsonの TheAccumulation 
of Cαρital, 1956，であるO この書物ではその点に関する一見して困惑する多くの命題があるが，
Weintraubの解釈はその命題に光明を与えるのに役立っている。それだけに， Robinsonの分析に
もとづくヴァイ γ トワラウプ定理の成長・蓄積理論的妥当性を検討する必要がある。 このことは，
N. Kaldorや D.C. Champernowneの分析の場合にもあてはまることであ。
2. J. Robinsonの分析とヴァイントクラウプ定理
ここでは， Robinsonの (1) 資本の蓄積， (2) イγプレーション障壁および（3) 雇用者1人当
りの資本量と資本・産出量比率に関する命題だけに焦点、を絞って Robinsonの分析にもとづくヴァ
ィγ トヮラウプ定理の成長・蓄積理論的妥当性を検討する。
(1) 資本の蓄積については， RobinsonのTheAccumulation of Cαρital, 1956，の第4章 「資
本と所得」 （“Capital and Income”， pp. 33-40.）と第5章 「消費と投資」 （“Consumption 
and Investment", pp. 41ー 56.）において主要な命題が明示されている。その中でも Robinsonの




平均貯蓄性向SLがOである （従って，労働者の平均消費性向CLは1であるO 〉 という強い仮定に
固執する限り， Robinsonの命題は成立する。 この命題をWeintraubは次式であらわしているO
Z c =Pc X c =c L (Le + LJ 〉十 cR(Rc+Rz) M 

















Re= (cL -1 ) Le+ CL L1 + CR (Re+ R1〕 M
M式において CL=1 （労働者がその賃金所得を全額消費支出に充てるとき〉， CR= 0 （資本家
はその利潤所得からまったく消費支出に充てないとき〉であるときには，
Re= L1 M 
M式は，特定の仮定 （CL=1, CR= 0）の下では， 消費部門の利潤所得は投資部門の賃金所得
だけであらわされることを意味する。従って， o<cL<lのときには消費部門の利潤所得 Reは
減少するであろうし，逆に CL>Iのときには， Reは増加するで、あろ♂〉













このω式Uこよれば，消費部門の雇用量恥t する投資部門の雇用量 N1の比率奈；， 2つの消







系内にかなりの失業者が存在する場合でさえも起ってくるであろう (An irresistible demand for 
higher money-wage rates may set in even when there is a considerable margin of unem-










Robinsonはその著書， TheAccumulation of Capital, 1956，の第8章 「技術不変の場合の


























Robinsonは第9章 「技術進歩」 （“Technical Progress", pp. 85-100.) の叙述におい
て利潤の増加率に関連した「技術進歩率」 （“The Pace of Progress”） について次の命題を提示
している。「技術進歩にもとづく（（雇用者）） 1人当りの産出量の増加が急速であればあるほど， （所
与の雇用量の下では〉実質賃金（（率））の増加はますます速くなるであろうが， 経済の予想している




G b 一一-k lR 位力
LIX LIY 
ここで， G は実質産出量の成長率であり， G=-y=yーであるo bは雇用者1人当りの産出量す
I l ¥ 1 




白方式から， hが一定であれば，次のことが明らかになるO bと fR が同ーの増加率で、変化すると
きに高水準の Gを達成するためには， fR はその低い水準から考慮しなければならない。
Robinsonは技術進歩が存在する場合の長期の資本蓄積に関連して利潤マージンの増加を含む「過













この形式のヴァイ γ トヮラウプ定理は， Robinsonの議論の他の見解を明らかにすることができ
- 70ー ヴァイントゥラウプ定理の理論的妥当性
kl x 
るO ヴァイントゥラウプ定理を示すWCM式 P＝五十に（5）式の A=Nを用いて分母子に資本量K
を乗じれば，
K 




ここで， Kx(=f）は資本・産出量比率すなわち資本係数， KN~ =N）は雇用者1人当りの資




1 KN . 


















l l A 1 X 
R＝子ア＝五一＝k ゴv (24) 
さらに倒あるいはω式を書き換えれば，
n. !"!__ (25) Kx=k lR 





M=k lR (26) 
L1X 






で比較するo この比率をR仙 S川実質賃金所得制に対する実質資本の価値 Kの比率示で











































































3. D. C. Champernowneの分析とヴァイントゥラウプ定理
実質賃金率の形式で示された場合のヴァイントゥラウプ定理がどのような重要性をもっているか







このような Champernowneの分析を通じて Weintraubはこの Champernowneの成長理論に関






































M＝万万＝aN.,. L であるから， ω：式によって次式が得





























dC l l 
MC：一一一一＝k一dX -M A 
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Hallと C.J. Hitchが問題視し， 1940年代には T.Scitovsky, F. Machlupなどが問題にし，
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, , Tradi tionelle und moderne Kostenkurven“， 図は， Natzmer,























































































め＝去c1 ＋ο＝寸 (35) 
l l この函数を図解すれば，第 6 図のように産出量 1 単位当りの平均賃金費用互に－~：；rr を加えたも












































































































































































(2) 平均費用にもとづく粗マーク・アップ率とヴァイ γ トクラウプ定理との相互関係
① 平均費用曲線の形状がU字形であるとき。
産業全体の需要函数Dとその供給曲線Zはマーク・アップ原理の場合には次のようにして導くこ






w 数Dfに対比することができるものである。価格は P1のとき，産出量 X1が需要されるのはDf
ヴァイントゥラウプ定理の理論的妥当性 - 83ー
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4なおヴァイ γ トクラウプ定理に関連している。 ヴァイントワラウプ定理の変形においてこそむし
ろ異常と思えるほどの相互関係といくつかの顕著な命題を説明することができると考える。 ことば































ようになるO ヴァイントゥラウプ定理とヴァイ γ トゥラウプの総供給・総需要体系とを結びつけよ





































争が織烈であるときなどには，マーク・アップ率は変化し， 従って，ヴァイ γ トゥラウプ定理は変
化するであろう。このような点にも十分注意しなければならない。
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関する 1つの理論が導かれると説明する（Weintraub,S., Price Theory, 1949, p. 86.）。 同様なこと
は， Weintraub,S., op. cit., 1961, p. 42, p. 44; Ditto, Intermediate Price Theory, 1964, 
pp. 58-59，にも説明されている。
（鎚~ Weintraub, S., op. cit., 1961, p. 62. 
制） この問題点を指摘し、検討しているのは，例えば，次の文献である。 Galbraith, K.，“Market Structures 
and Stabilization PolicyぺReviewof Economic Studies, Vol. 39, 1957, pp. 124-133, especially 
pp. 130-131. Hegeland, H.，“Book Review to Weintraubs, A General Theory of the Prz・ce
Level, Outρut, Income Distribution and Economic Growth”， Kyklos, Vol. 13, 1960, pp. 292-




している。 Vibe-Pedersen,J., Nαtz・onalIncome and Aggregαte Distribution, 1964, pp. 47-49, 
p. 32. Klein, L.，“Wage and Price Determination in Macroeconomics", in Phillips, A. and 
Williamson, 0. (eds.) , Issues in Theory, Practice and Public 1うolicy,1967, pp. 81-93, 
,_., kW -especially p. 83. Vibe-Pedersenの価格水準決疋式は P＝ー ーで不される。 Pは価格水準， hは独占度をM 
示す一定値（完全競争のときには1に等しい値であるO ) 'wは1時間当りの平均賃金， Mは労働の限界生
産力で、ある。 W=lN,k = k', M=NF ( Fは雇用者1人当りの労働の限界生産力〉とすれば， Pedersen
の価格水準決定式はP＝宣之に書き換えることができる _Jt_＝一ιとすれば， Pedersenの価格水準決定F 。F A 
式とWeintraubの価格水準決定式すなわちヴァイントゥラウプ定理を示す WCM式は同じものになるが，
それらの定式の構式要素は同じものではない。なぜならば，収穫逓減の下では通常 A>F.従って， k>k' 
であると予想されるからである。さらに，次の3つの点で WCM式は Pedersenの定式とは異なっていると







問 Weintraub,S., op. cit., 1961, pp. 58ー 59.
的 この点を検討するためには次の文献が有益で、ある。 Natzmer,H. von, a. a. 0., ss. 68-96. 
Niehans, J.，”Die Wirkung von Lohnerhohungen, technischer Fortschritten, Steuern, und 
Spargewohnheiten auf Preise, Produktion und Einkommensverteilung“， in Schneider, E. (hrsg.), 
Einkommensverteilung und technischer Fortschritt, 1959, ss. 9-94. Scheele, E., 
,,Mikrookonomie und Makro剖rnnomie“， Zeitschrift fur die gesαmte Staatswissenshaft, Bd. 
116, 1960-1961, SS. 613-615. 拙稿， 「新古典派分配論とケインズ派分配論の綜合化の可能性」， 『富
大経済論集』，第19巻，第2号， 1973年11月， 1-22頁。
的：） Weintraub, S., op. cit., 1958, pp. 31-35. 
同 Weintraub,S., op. cit., 1958, p. 39-42. Bronfenbrenner, M., Income Distribution Theory, 
1971, p. 436. 
(74) 資本家の行動様式として利潤極大化原理を放棄した場合の所得分配については，例えば， A. Stobbeと
J. Lubbertの文献が有用である。 Stobbe, A., Untersuchungen zur mαkroδkonomischen Theorie 
der Einkommensverteilung, 1960, ss. 69-70. Lubbert, J., Untersuchungen zur Theorie der 
gesamtwirtschaftlichen Einkommensverteilung, 1964, ss. 69-72. 
U5) Natzmer, H. von, a. a. 0., s. 81. 
(76) Weintraub, S.，“The Impact of Monetary and Fiscal Policy", in Ditto, op. cit., 1961, p. 83, 
p. 99; Ditto ，“A Theory of Monetary Policy Under Wage Inflation", in Ditto, Keynes, Keynesi-
αns, and Monetarists, 1978, p. 164, pp. 172-173. 
(71) Lerner, A. P.，“Employment Theory and Employment PolicyヘAmericαnEconomic Review, 
Paρers and Proceedings, Vol. 57, 1967. pp. 1-18, especially pp. 2ー 3.
私見による限りでは， Lernerは根本的には「ヴァイントヮラウプ定理」の存在意義を認めていると考え
られる。
